























































































 4 国立教育研究所編『日本近代教育百年史 5　学校教育（3）』（国立教育研究所、1974年）205頁。
 5 米田俊彦「両大戦間期における中等教育の実相」（『日本教育史研究』第 10号、1991年）32頁。
 6 「土着地主資産階級」とは、若林正丈「総督政治と台湾土着地主資産階級」（註釈 2）で用いられた概
念であり、日本統治下で武力や特権を奪われたかわりに一定の経済的保証を受け、資産や対日協力の
度合いに応じてさまざまな特権を付与された漢族系住民中の大地主や科挙タイトル保持者などをいう。
1920 年代台湾における中等・高等教育と地域社会
137
る資本の多寡などに応じて各々の社会的性格は異なる。だが本研究ではそうした差異には
こだわらず、子どもを上級学校に通わせることができる経済的ポテンシャルを持った人々
の象徴として、新・旧中間層という概念を用いたい。また、彼らの存在形態に着目するな
ら、居住地域の地理的条件がその職業分布に投影されたと考えられる。本研究では、各地
域の新・旧中間層の存在形態の差異を浮き彫りにしたい。
　考察対象は南部の諸都市である。南部とは、1920年代当時、台南・高雄両州に管轄さ
れた地域であり、台南州嘉義街・台南市、高雄州高雄街・鳳山街・屏東街などが代表的な
都市といえる 
7
。これらの地域は、日本人が集住する「島都」台北市と台湾人の人口が圧倒
的に多数を占める村落部との中間に位置し、日・台人の多様な協力関係や葛藤が顕在化し
やすかった。その前提を準備したのが 1920年の地方制度改正であった。同改正により、
嘉義街や屏東街が地方庁所在地の地位から降格し、反対に、それまで地方庁所在地ではな
かった打狗が高雄街と改称されて高雄州の「州都」となった。旧都の没落と新興都市の勃
興というドラスティックな行政区画の再編は、地域振興策として学校設立運動などを惹起
しやすい土壌を形成したと思われる。
1　中等学校大衆化の萌芽
　台湾の教育状況は、共学制施行前と後とでどのように変化したのか。以下、中学校に焦
点を当てて述べる。
　第 1次台湾教育令が制定された 1919年当時、中学校およびそれに相当する学校として
日本人向けには総督府台北中学校と総督府台南中学校、台湾人向けには公立台中高等普通
学校（1915年に台湾人対象に設置された公立台中中学校の後身）があった。日本人向けの学
校は日本内地の「中学校令」に準拠して 5年制であったが、台湾人向けは 4年制であった。
当時は対象別に学校経費の出所も異なった。日本人向けの学校は「総督府」立、台湾人向
けは「公立」とされたが、これは前者が国庫支弁、後者が地方税支弁 
8
によったことを意味
する。
　1921年、中等学校は対象の別なく所在地管轄州に移管された。1920年の 5州 2庁制導
入に伴い施行された地方税制度が、5州で地方費区を撤廃し、中等学校経費を州財政から
負担させることを規定したためである。中等学校の「州立」化は、対象別に異なった学校
経費の出所を統一し、中等学校増加の前提となった。
　1922年、第 2次台湾教育令により共学制が実施されると、中学校は台北・台中・台南
 7 本研究でいう地域とは、1920年の地方制度改正により「州都」に選定された地方都市、および旧庁
制下では「庁都」であったが「州都」にはなり得なかった地方都市を指す。
 8 1919年当時、地方税制度として地方費区が導入されていた。それは、1902年制定の「台湾地方税規
則中改正」（律令第 4号）に基づき、庁長により賦課・徴収された地方税を総督が三つの地方費区（第
2地方費区が台東・花蓮港、第 3が澎湖、残りはすべて第 1）に分けて管理・編成するというシステ
ムであった。当時の地方税とは、総督が地方事務を処理する名目で強制的に徴収した租税と考えるの
が妥当であった。
